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レポート第２号（2025.11.28） 人口減少の真実（その２） 
【国立社会保障・人口問題研究所が2023 年4月に公表したデータに基づき作成】 
 
今回のポイント  

将来の人口推計について、  
日本全国の人口動態を分析しても、自治体固有の問題は見えてこない。  
自治体により、その人口動態が大きく異なることに留意が必要である。 

 
 
  日本全国規模で見た人口動態である 
  15-64 歳の 20 年後の人口は 20%減少するが、65 歳以上は 8%増加する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  東京都の 20 年後の 15-64 歳の人口は 6%の減少にとどまるが、青森県では
39%減少する。また、65 歳以上の人口は東京では 28%増加する一方で、青森県
では 8%減少する。東京都と青森県では、人口動態が全く異なることが分かる。 
                 【】内の数字は自治体の人口に占める構成割合                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各自治体の人口動態は、それぞれの自然増減と社会増減を推計し、作成される。 
  
・自然増減・・・年齢階級ごとの人口構成に基づき、出生率と生存率に基づき推計 
・社会増減・・・年齢階級ごとの人口構成に基づき、過去の人口流出と人口流入 
         のトレンドが将来も継続すると仮定して推計 
 



2 
 

１５都道府県の人口動態を 5 つの類型に分けてご紹介します 
 
第１類型 20 年後に人口が増加している自治体・・・東京都 

 
東京都は都道府県の中で唯一 20 年後の人口が増加している見込み 
64 歳以下の人口は多少減少するが、65 歳以上の人口が驚異的な勢いで急増

（28%増）することで、全人口が微増するという構造である。      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２類型 20 年後に 64 歳以下の人口減少が 20%未満である自治体 

神奈川県、埼玉県、千葉県、愛知県、福岡県など 
65 歳以上の人口が神奈川県で 23%急増するなど、高齢者の人口増が顕著 
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第３類型 64 歳以下の人口が 20-29%減少する自治体 
 大阪府、長野県、福井県、島根県、鹿児島県など 
 大阪府では 65 歳以上の人口が 11%増加し、人口構成の歪化が進展する。 
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第４類型 64 歳以下の人口が 30-39%減少する自治体 
 和歌山県、高知県など 65 歳以上の人口も減少する 
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第５類型 64 歳以下の人口が 40%減少する自治体 
 青森県など 65 歳以上の人口は 8%の減少にとどまる 
 
 
 
 
 
 
 
  
以上は、都道府県単位の人口動態ですが、実は市町村単位の人口動態も公表さ
れています。 
以下、世田谷区、岩手県奥州市（大谷翔平投手の出身地）及び岡山県備前市（山
本由伸投手の出身地）の人口動態を紹介します。 
 
■ 世田谷区では、65 歳以上の人口が 20 年後に 44%も増加する見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 奥州市も備前市も 64 歳以下の人口の急減が危惧されます。 
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■ まとめ 
 
１．人口減少の問題の本質は、人口減少自体ではなく、高齢者層と若中年層の
人口増減が不均衡な形で進むことであることをレポート 1 でお示ししました。 
 
２．今回のレポートでは、不均衡な進み方にも、地域差が大きいこと、地域により
全く異なることをお示しすることが目的です。 
 
 ・東京都の 20 年後の人口は微増します。しかし、若中年層が 6%減少する一方、
高齢者は 28%も増加します。世田谷区に限ると、若中年層は 6%の減少ですが、
高齢者は何と 44%も増加します。 
 これは、世田谷区では微減する若中年層が 44%も増加する高齢者を支えなけ
ればならない社会構造に変化することを意味します。 
 
 ・青森県では、高齢者も 8%減少しますが、若中年層は凡そ 40%も減少します。
果たして健全な社会として成り立つのでしょうか。心配になります。 
 
３．こうした歪な人口減少の進行は、年金、医療、介護を始め多くの分野で深刻な
問題を生むことは明白です。 
 
４．しかし、ピンチは時にビジネスチャンスを生みます。日本全体では高齢者人口
は 20 年間で 8%増加します。 

今後の人口動態を知ることは、皆様方の中長期の経営方針の策定にあたり、
リスクを知り、ビジネスチャンスを特定する上で大いに役に立つはずです。 
 
 是非、人口動態にご注目ください。 
 
 
 
予告： レポート第３号（12 月下旬掲載予定） 人口減少と外国人 
 
次回のポイント  
・日本の若中年層の人口減少を埋める手段としての外国人労働者の役割 
・日本の市場縮小への対策としてのインバウンドの役割  
これらの実情と課題について、レポートします。 
 
 


